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研究成果の概要（和文）：本研究は、「誰も取り残さない」を目標に2015年より始まった持続的開発目標
（SGDs）が、既に取り残されている地域にどのように浸透し、またインパクトを与えるのかをインドネシア・西
ティモールを事例に検証するものであった。結果としては、SDGs関連の国外からの支援や国内独自の開発計画
は、国家から地方自治体へのトリクルダウンを期待しているもの、トリクルダウンは州レベルで止まってしま
い、県・市町村レベルへの浸透が課題であることが分かった。さらに、国家やSDGsが強調する民間が持ち込開発
プロジェクトは、ローカルなコミュニティが持つ社会関係資本やレジリエンスを弱体化する懸念があることも分
かった。

研究成果の概要（英文）：The aim of the research was to analyze how the global development policy, 
namely the Sustainable Development Goals (SGDs) of the UN with the slogan of "leave no one behind", 
has been penetrated into areas that have been left behind from development and the impacts of the 
global policy to local areas, taking up West Timor, Indonesia as a research location. As a result, 
it was fund out that even though international development assistances and national development 
efforts were expected to trickle down to the local level, such expansion has been stopped at the 
state level and has not been penetrated into prefectural, city and village levels. Furthermore, the 
research also prevailed that development projects implemented by the initiatives of the national 
government and private sectors which SDGs emphasize, have much potential weaken social capitals and 
resilience that local communities traditionally nurtured.      

研究分野：国際協力

キーワード： 持続可能な開発目標　SDGs　社会開発　社会関係資本　インドネシア　ティモール
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令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
2015年以降、SDGsは国際協力や国内における開発のパラダイムを形成してきた。SDGsは、前身のMDGsで達成され
なかった目標を踏まえ、誰も取り残さなことを目標に包括的な目標となっている。しかし、誰も取り残さないこ
とを前提としているのあれば、既に取り残された人々には特別な配慮が必要となる。本研究の意義は、SDGsのよ
うな国際的な開発目標の恩恵が、既に取り残されている人々に届くようにするにはどのようなことに注意が必要
かの一端を解明したことである。具体的には地方自治体のキャパシティの向上や、ローカルなコミュニティが持
つ社会関係資本やレジリエンスのメカニズムへの理解が不可欠ということである。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 

2015年 9月、国際連合（国連）持続可能な開発サミットにおいて「我々の世界を変革する：
持続可能な開発のための 2030アジェンダ」（UN 2015）が採択された。それ以降、持続可能な
開発目標（Sustainable Development Goals: SDGs）が国際社会の開発支援の道標となった。 

SDGs の前身であるミレニアム開発目標（Millennium Development Goals: MDGs、2000年
から 2015年まで）は、全体として貧困を減少させる成果があったと評価された。しかしこれに
対しては、同じ時期に途上国が経済成長した結果にすぎず、MDGs の成果として貧困が減少し
たのではないとする懐疑的な見方もあった。また社会階層や地域の間で、あるいは国家間で、開
発度合いの格差が残存あるいは拡大したとも指摘された。SDGsの「誰も取り残さない」という
理念は、MDGsでは「誰かが取り残された」というこうした評価を踏まえて設定された。 

SDGsの特徴は、従来の開発パラダイムと環境保全パラダイムの融合し、途上国支援の目標で
はなく、全世界が取り組むべき目標として設定されていることである。SDGsの合意形成プロセ
スには途上国政府や市民社会など幅広いアクターが参加し、成立過程におけるこうした包括的
な側面が強調され、積極的に評価された（蟹江 2017）。とはいえ、決して問題がないわけではな
い。産業、環境といった広範な問題を網羅しようとする SDGsでは、貧困、教育といったいわゆ
る「伝統的」開発問題への関心が相対的に低下することになり、それらの課題を抱えたまま「取
り残された」地域への取り組みが不十分になるのではないか。また包括性・多元性が謳われてい
る SDGsではあるが、避難民、人道問題など開発に関係の深い分野が含まれていない（Browne 
2017）。さらに、SDGsの具体的な目標とターゲットには、「対処を行う」「～を強化する」など
の曖昧な表現が頻出しており、「一般化された抽象的なターゲット」に対して実際に何をすれば
いいのかが曖昧なままになっている（ストレンジ、ベイリー 2011）。 
こうした問題を含みつつ、経済成長を堅持する路線をとっていこうとする SDGs は、活発な
経済活動がこれまでに起こらず、また資源もないために国家の開発戦略として重視されずに「取
り残され」てきた場所にとって、どのような意味を持ちうるのだろうか。すでに「取り残され」
て、「最も遅れている」とされるようなローカルな場所において、SDGs の抽象的な目標を具体
的にどのように反映させることができるのだろうか。また、外部からの支援が限られている「取
り残された地域」において、地域の内部から行えることに目標の達成に結びつくようなものを抽
出し、サポートしていくことが重要なのではないだろうか。 

 
（参考文献） 
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and New York: Routledge. 
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２．研究の目的  
本研究の目的は、「誰も取り残さない」を目標とする国連の持続可能な開発目標 SDGsを、「既
に取り残された地域」で達成するための可能性と方法を明らかにしていくことである。従来の研
究では、目標の多元性や目標設定に参加したアクターの多様性をもって SDGs を評価してきた
のに対して、本研究では SDGs 以前のミレニアム開発目標において「既に取り残された地域」
の人々の生活を重視し、そうした地域の視点からの実現性を分析する。 
まず、特定の農村において、過去に実施された支援の現況とそこに至った経緯について、自治
体やNGOの開発能力、人びとの価値観と文化、技術的や自然条件的な限界などから多角的に明
らかにする。事例分析では、政府関係者、NGO職員、農村の人びとへの広範な聞き取りを通し
て各アクターの相互関係や価値観に対する理解を深め、あわせて農業土木的な実現可能性も考
慮する。 
国際的な支援の当該地における持続性は、学術的に議論されて久しく、日本の開発協力大綱に
も謳われている。しかし、当該支援の終了後に一定期間を経てから十分な評価が行われることは
稀である。本研究においては、特定の地域において過去に行われてきた支援を多角的に再評価す
ることで、支援に持続可能性を担保するものが何であるのかを整理する。本研究では、開発学に
よって国家と地方の開発に関する資源や能力を、文化人類学によって人びとの価値観や外部か
らの支援に対する反応を、さらに農業土木工学によって自然・技術的条件を勘案したうえで、継
続的な利用と管理の可能性を判定する。3つの分野の知識を融合させることで、抽象的なターゲ
ットを「取り残された地域」の実際の開発計画に応用できるよう変換する。そうして得られた研
究成果を、住民、自治体、NGO、内外の研究者と共有しながら実用を試み、将来的に SDGsの
ローカル化へとつなげる。 



 本研究では、「誰も取り残さない」を大目標に掲げる SDGsが、目標設定の時点で既に「取り
残された」地域においてどのような効果があるのかを考察する。具体的な取り組みが示されずに
抽象的なものになっている SDGs の目標を、どのようにローカル化・具体化して「取り残され
た地域」の開発に有効なものにしていけるかを検討する。最終的な目的として、SDGsローカル
化モデル構築への最初のステップとして、具体的な計画が立てられるターゲットへの変換方法
に関する限定的なモデルを構築する。 
 
 
３．研究の方法 
 「既に取り残された地域」における具体的な取り組みの可能性を検討するために、インドネシ
ア共和国の西ティモール（東ヌサ・トゥンガラ州の一部）を事例とする。西ティモールは、支援
に関する課題を包括的に持ち合わせている。MDGs 期間中に開発が堅調に進んだインドネシア
における「取り残された地域」「最も貧しい地域」として知られ、これまでの支援も十分な成果
を上げてこなかった。さらに、国際的に開発への関心が高い東ティモールとの支援格差も顕著で
ある。東ティモール独立時に受け入れた「難民」の定住や、各地に点在する放置された社会資本
といった問題を抱えている。 
まず、 SDGs がどのようにして成立したのか、それをインドネシア政府が国内で実施するう
えでどのように捉えてきたのかを整理する。開発学の視点から、首都ジャカルタにおいて関連省
庁（国家開発企画庁ほか）と国際機関（UNDPほか）で聞き取り調査を行い、SDGsの国家レベ
ルでの準備状況を調査する。そのうえで、西ティモールのそれぞれ条件の異なる複数の農村およ
び州都クパン市において、地方政府の開発・建設担当部門、NGO事務所、一般家庭への広範な
聞き取り調査を中心にフィールドワークを行う。各農村では、そこで過去に行われてきた支援に
ついて現在の視点から再評価する。人類学の視点からは、開発計画に対する住民の価値観、歴史、
文化との整合性を中心に支援の社会的影響を理解する。農業土木工学の視点からは、過去に行わ
れた支援の持続可能性と自然条件との関連、さらに抽出したターゲットを具体的なのものへ変
換する際の技術的、環境面での実現を考慮する。 
以上の結果に基づき、既に「取り残された地域」にとって SDGs がどのように有効なものに
なりえるのかを検討し、SDGs の抽象的な目標をいかにしてローカル化・具体化し、「取り残さ
れた場所」で達成できるものにするのかを考える。 
 
 
４．研究成果 

2019年度より 3年間の予定で研究を開始した。本研究では、必要な情報のほとんどをインド
ネシアにおけるフィールドワークから得ようとしていたが、2020 年度と 2021 年度は新型コロ
ナウィルス感染症対策のためインドネシアへの渡航ができなかった。しかし研究期間が 2022年
度、2023年度に延長されたため、当初の研究目的は最終的には達成されたと考えている。 
まず、インドネシアにおける行政システム、開発政策の歴史、現在の中長期開発計画、海外か
らの開発支援援助の受入状況などについて情報収集を行い、整理した。インドネシアの首都レベ
ルで、SDGs達成に向けて各種開発主体（国連機関、二国間協力機関、NGO、市民フォーラム）
がどのような政策を計画しているかを調査した。さらに、国際的な目標である SDGsが、国家、
州、県の各レベルで策定されている開発計画とどのように関連付けられているのか、またはされ
ていないのかを調査した。西ティモールでは、計画されていた回数のフィールド調査を実施し、
地方自治体の担当者や支援機関の職員への聞き取り調査、及び東ティモールとの国境付近にま
で範囲を広げて複数の農村における人々の生活状況を調査した。 
 当初の仮説では、開発政策において、国政レベル（関係省庁、支援機関の首都事務所）と地方
レベル（州レベル、県レベル、市町村レベルの関係地方自治体事務所、地方の支援機関）の間に
温度差があるのではないかと考えていた。しかし実際の状況は違っていることがわかった。ギャ
ップは、国政レベルと地方レベルの間ではなく、地方における州レベルと県レベルとの間にある
ことが分かった。原因としては、インドネシアでは地方分権の重要性が首都レベルで周知されて
いるものの、そこで具体的に設定されている「地方」が州になっていることだった。こうした傾
向は、海外の支援機関による活動にも同じように観察された。このために、SDGsに限らず、州
レベルまでは中央レベルと同様の開発政策が伝達されて認識が共有されているが、その先の県
レベルおよび市町村レベルにそれは届いていなかった。市町村レベルでは、州レベルまでとは関
係が切れた、より伝統的な統治が色濃く残されているようだった。農村においては、外部からの
開発支援に比較的高い関心を持つ村においてすら SDGs は全く知られておらず、SDGs が掲げ
る目標と住民の実際の生活とのギャップも大きいことが明らかになった。あわせて、市場や金融
との連携も重要視する SDGs に基づいた施策が実行されてしまうと、村にすでに備わっていた
レジリアンスや慣習法に基づく農業の方法といった潜在的な生活システムに負の影響を与えか
ねないことも分かった。一方、健康分野においてはここ数年で各段の進化があったことが確認で
きた。研究期間が新型コロナ感染症流行の時期と重なったために、ワクチン接種の進捗を見るこ
とができたことは予定外の成果であった。 
 以上のような調査と分析に基づいて、農村部でさらにフィールドワークを行った。SDGsの目
標・ターゲットのうち、西ティモールの農村に適用可能と考えられるものをこちらで抽出し、村



人たちにその内容を確認しながら伝えたうえで、毎年村人が行っている年次開発計画を策定す
る際に村人自らが村の現状をSDGsの指標に照らしながら把握してもらう作業を行った。また、
ローカルNGOがアクターとして有効であることがわかったため、州都クパン市に拠点を持つロ
ーカルNGOと研究成果を共有し、開発プログラムを具体的に立案するに至った。 
 調査地は、国際社会の支援を受けて 2002年に主権を回復した東ティモール民主共和国に隣接
している。独立に関わる支援や平和構築支援が東ティモールに集中して行われた。こうした支援
によって、西ティモールは結果的にはさらに取り残されたかたちになっていたといえる。西ティ
モールには東ティモールから逃れて移り住んだ元「難民」がいるが、彼らは国際的な難民保護よ
り外され、10数年に渡り自助努力のみで生活してきた。彼らは、国際政治や SDGsを目標に掲
げる開発支援から、最も取り残されている人々であった。国境周辺の農村における調査を通して、
東ティモール研究者とも連携を取るようになった。その成果として、「国境」という概念から脱
することがそもそも困難である支援政策が、これからどのように進められるべきなのかという
新たな研究テーマが生まれ、今後の研究プロジェクトでさらに展開していくことになった。 
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